
【１】財務書類の作成基準

　（１）対象会計

　一般会計等とは、本市の一般会計と公共用地先行取得事業特別会計が対象です。

　（２）作成基準日等

　（３）財務書類４表の関係

　地方公会計の財務書類の体系は、

１．会計年度末における資産及び負債の状況を明らかにする「貸借対照表」

２．業務実施に伴い発生した費用を明らかにする「行政コスト計算書」

３．貸借対照表の純資産の変動要因を明らかにする「純資産変動計算書」

４．資金の流れを区分別に明らかにする「資金収支計算書」

の財務書類４表とこれらに関連する事項の附属明細書となっています。

 　なお、下図の矢印は財務書類４表の相互関係を示しています。

概要版

一般会計等財務書類について（令和５年度一般会計等決算）

　会計年度の最終日（３月３１日）を作成の基準日とし、出納整理期間（４月１
日～５月３１日）における出納については、基準日までに終了したものとして処
理します。
　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があ
ります。

行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

臨時利益 ③
固定資産等

の変動
前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

②

①

貸借対照表

うち
現金
預金

＋本年度末

歳計外現金残高

　　本年度末歳計外現金残高を足したものと対応します。

①　貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に

②　貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応します。
③　行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。
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【２】貸借対照表（BS）

　（１）貸借対照表とは

　（２）貸借対照表の概要

　（３）主な増減要因

…

…

…

貸借対照表（抜粋）

R5 R4 増減 R5 R4 増減

213,827 213,839 ▲ 12 51,528 54,729 ▲ 3,201

200,830 201,424 ▲ 594 31,963 34,891 ▲ 2,928

115,041 115,792 ▲ 751 569 663 ▲ 94

69,536 69,512 24 6,869 6,645 224

16,253 16,120 133 12,126 12,530 ▲ 404

663 695 ▲ 32

12,334 11,721 613 6,991 7,458 ▲ 467

370 370 0 5,514 6,052 ▲ 538

524 528 ▲ 4 676 619 57

11,460 10,849 611 801 787 14

▲ 20 ▲ 26 6

6,415 6,032 383 58,519 62,186 ▲ 3,667

1,403 1,178 225

174 186 ▲ 12

4,749 4,578 171

89 90 ▲ 1 161,723 157,685 4,038

220,242 219,871 371 220,242 219,871 371

＜市民一人当たりの状況＞ （単位：万円）

※類似団体平均値は前年度決算の数値

ふるさと元気基金 ＋約4億円、公共施設整備基金 ＋約3億円

歳入歳出差引額の増（令和4年度末約5億円→令和5年度末約7億円）現金預金

物品

投資・出資金

長期延滞債権

基金

　無形固定資産

　投資その他資産

　有形固定資産

（単位：百万円）

負債

　資産総額は、約２，２０２億円となり、行政サービスを提供するための土地や
建物等の有形固定資産が約２，００８億円、長期延滞債権・未収金の債権が約７
億円、市の貯金である基金が約１６２億円となっています。
　負債総額は、約５８５億円となり、借入金である地方債が約３７５億円、職員
の退職に備えた退職手当引当金が約６９億円となっています。
　純資産は、資産と負債の差額であり、約１，６１７億円となっていますが、民
間企業のように資本の獲得等に関する取引の結果ではありません。

科目

119.7

科目

　貸借対照表は、会計年度末時点で、地方公共団体がどのような資産を保有して
いるのかと（資産保有状況）、その資産がどのような財源でまかなわれているの
かを（財源調達状況）対照表で示したものです。貸借対照表により、基準日時点
における地方公共団体の資産・負債・純資産といったストック項目の残高が明ら
かにされます。

固定負債

　地方債

未収金

財政調整基金

その他 純資産合計

負債及び純資産合計

その他

現金預金

流動資産

R5

120.5資産

131.1純資産

資産合計

基金

事業用資産

固定資産

　長期未払金

　退職手当引当金

32.0

類似団体平均値

162.2

31.1

R3

117.4

35.9

R4

33.8

シティプラザ整備分の償還終了などによる減

81.5 85.9

　その他

流動負債

地方債

インフラ資産

88.5

　1年内償還予定地方債

　賞与等引当金

　その他

負債合計
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【３】行政コスト計算書（ＰＬ）

　（１）行政コスト計算書とは

　（２）行政コスト計算書の概要

　（３）主な増減要因

…

…
…

行政コスト計算書（抜粋）

＜市民一人当たりの状況＞ （単位：万円）

※類似団体平均値は前年度決算の数値

　使用料及び手数料

　その他

臨時損失

4,382 34

1,163 1,166

35.2

物件費

類似団体平均値R4 R5

臨時利益 63

▲ 457

61,748 59,780

214

24,683 1,259

4,416

3,955

▲ 454

3,266

1,968

858 ▲ 795

純経常行政コスト

62,266

581 78

1.8

59,000

1,126878

53

1,346

34.0 -

503

　行政コスト計算書は、一会計期間において、資産形成に結びつかない経常的な
行政活動に係る費用（経常的な費用）と、その行政活動と直接の対価性のある使
用料・手数料などの収益（経常的な収益）を対比させた財務書類です。
　経常的な費用と収益の差額によって、地方公共団体の一会計期間中の行政活動
のうち、資産形成に結びつかない経常的な活動について税収等で賄うべき行政コ
スト（純経常行政コスト）が明らかにされます。

1.2 -

純行政コスト 33.0 32.2 34.0 35.1

収益（利益） 1.3

▲ 211

▲ 248

　　その他

25,942

37,659

165

340

73

9,885 9,671

4,025

経常費用

費用（損失）

　　補助金等

　　人件費

純行政コスト

1,372

2,538

34.3

478 689

1,510

社会保障給付

臨時損失

　経常費用の総額は約６３８億円であり、これらの行政活動に対する使用料・手
数料などによる経常収益は約２１億円で、純経常行政コストは約６１７億円と
なっており、臨時損失、臨時利益を加えた純行政コストは約６２３億円となって
います。
　経常費用の内訳では、職員給与費などの人件費が約１０９億円で約１７％、維
持補修費や減価償却費などの物件費等は約１４４億円で約２３％であり、移転費
用の中では、社会保障給付が約２５９億円で約４１％となっています。

臨時利益 資産売却益 ▲約8億円

（単位：百万円）

R4R5

63,828 62,318

R3

7,248

　移転費用

▲ 3

918

障がい者介護等給付費 ＋約6億円、施設型給付費・施設等利用給付金 ＋約3億円

災害復旧事業費 ＋約2億円

科目

70減価償却費

　　物件費等

10,904 10,564

14,388

増減

　　その他の業務費用

　業務費用 26,170 26,005

2,081

　　社会保障給付

36,313

7,301

経常収益

その他

14,315
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【４】純資産変動計算書（ＮＷ）

　（１）純資産変動計算書とは

　（２）純資産変動計算書の概要

　（３）主な増減要因

…

…

　

純資産変動計算書（抜粋）

▲ 1,937

-

▲ 3,044

-

64,989 2,159

1,507

▲ 62,266 ▲ 59,000 ▲ 3,266

67,148

157,685 150,603

- - 

7,082

その他

本年度純資産変動額

国県等補助金 （新型コロナ対応・物価高騰対応）地方創生臨時交付金 ＋約16億円

科目 増減

市税 ＋約2億円、地方交付税 ＋約9億円、

4,038

- 

42,035

資産評価差額

無償所管換等 ▲ 844 1,093

前年度末純資産残高

純行政コスト（▲）

財源

40,528

本年度末純資産残高 161,723 157,685

4,038 7,082

新型コロナウイルスワクチン接種事業費負担金・補助金 ▲約5億円

R5 R4

本年度差額

税収等

25,113 24,461

- 

税収等

652

4,882 5,989 ▲ 1,107

　純行政コスト約６２３億円に対して、財源である税収等は約４２０億円、国県
等補助金は約２５１億円で合計約６７１億円となり、差し引きである本年度差額
は約４９億円となっています。
　本年度差額がプラスの場合は、発生したコストを税や補助金といった一般財源
で賄うことができており、現世代の負担により将来世代も利用可能な資源を貯蓄
したことになります。

　純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、１
年間でどのように変動したかを表す財務書類です。
　純資産変動計算書においては、地方税、地方交付税などの一般財源、国府支出
金などの特定財源が純資産の増加要因として直接計上され、行政コスト計算書で
算出された費用（純行政コスト）が純資産の減少要因として計上されることなど
を通じて、１年間の純資産総額の変動が明らかになります。また、固定資産等の
変動により、純資産の変動要因が分かります。

（単位：百万円）

国県等補助金
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【５】資金収支計算書（ＣＦ）

　（１）資金収支計算書とは

　（２）資金収支計算書の概要 資金収支計算書（抜粋）

R5 R4 増減

59,577 58,244 1,333

21,916 21,929 ▲ 13

10,623 10,403 220

10,451 10,429 22

842 1,097 ▲ 255

37,661 36,316 1,345

7,301 7,248 53

25,944 24,686 1,258

4,416 4,382 34

67,722 66,171 1,551

42,076 40,543 1,533

23,997 23,938 59

1,649 1,690 ▲ 41

221 - 皆増

6 - 皆増

7,930 7,927 3

6,324 7,964 ▲ 1,640

4,721 5,656 ▲ 935

1,576 2,281 ▲ 705

27 27 0

2,178 3,185 ▲ 1,007

　（３）主な増減要因 1,110 523 587

794 1,402 ▲ 608

… 274 1,260 ▲ 986

▲ 4,146 ▲ 4,779 633

… 6,160 7,056 ▲ 896

6,066 6,763 ▲ 697

94 293 ▲ 199

… 2,601 3,653 ▲ 1,052

2,601 3,653 ▲ 1,052

▲ 3,559 ▲ 3,403 ▲ 156

… 225 ▲ 255 480

498 753 ▲ 255

723 498 225

その他

社会保障給付支出

補助金等支出

その他

その他

国県等補助金収入

税収等収入

物件費等支出

業務支出

　　業務費用支出

公共施設整備基金積立金

投資活動収入

　　その他

　　国県等補助金収入

　　基金取崩収入

地方債償還支出

地方債発行収入

科目

人件費支出

業務活動収支

投資活動支出

　　公共施設等整備費支出

　　基金積立金支出

　　移転費用支出

（単位：百万円）

　資金収支計算書は、一会計期間における地方公共団体の行政活動に伴う現金等
の資金の流れを性質の異なる三つの活動に分けて表示した財務書類です。キャッ
シュ・フロー計算書とも呼ばれます。
　現金収支については、現行の歳入歳出決算書においても明らかにされますが、
資金収支計算書においては、「業務活動収支」「投資活動収支」「財務活動収
支」という性質の異なる三つの活動に大別して記載され、地方公共団体の資金が
期首残高から期末残高へと増減した原因が明らかにされるのが特徴です。

業務収入

臨時収入

　業務活動収支は、税収、補助
金等の経常的な収入で、人件
費、物件費等の経常的な活動の
ための支出を賄えているかどう
かを表すものであり、投資活動
や財務活動の余力があるかを表
すもので、約７９億円のプラス
となっています。
　投資活動収支は、公共施設等
の整備や基金の積立て等の投資
的な活動に関する支出に対し
て、補助金や基金の取り崩しに
よりどれだけ充当したかを表す
もので、約４１億円のマイナス
となっています。なお、資産形
成等が行われればマイナスにな
ることが多いものです。
　財務活動収支は、当該年度の
地方債等の発行（収入）及び地
方債等の償還（支出）の状況を
表すもので、約３６億円のマイ
ナスとなっています。なお、地
方債の償還が進んでいる場合に
は、財務活動収支はマイナスと
なります。

臨時支出

財務活動収入

の一部償還終了のため

　　地方債発行収入

前年度末資金残高

シティプラザ整備分など

新庁舎整備事業債

▲約17億円

過去に発行した建設事業債

財務活動収支

本年度資金収支額

本年度末資金残高

▲約25億円

＜財務活動収支＞

＜投資活動収支＞

　　その他

基金積立金支出

▲約7億円

公共施設等整備費支出 新庁舎整備工事費

投資活動収支

財務活動支出

　　地方債償還支出

　　その他
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【６】指標等による分析

①

②

③

　（１）資産形成度

①市民一人当たり資産額

②歳入額対資産比率

市民一人当たり性質別行政コス
ト

財政に持続可能性
があるか。（どの
くらい借金がある
か。）

②

純資産比率

債務償還比率

歳入はどのくらい
の税金等で賄われ
ているか。

市民一人当たり資産額

歳入額対資産比率将来世代に残る資
産はどのくらいあ
るか。

（2）世代間公平性
将来世代と現世代
との負担の分担は
適切か。

（3）持続可能性
　　（健全性）

　歳入額対資産比率は、当年度の歳入総額に対する資産比率であり、これまでに
形成されたストックとしての資産が歳入の何年分に相当するかを示します。

④

②

③

分析の視点

市民一人当たり負債額①

有形固定資産減価償却率
（資産老朽化比率）

社会資本等形成の世代間負担比
率（将来世代負担比率）

有形固定資産の行政目的別割合

（5）弾力性
資産形成を行う余
裕はどのくらいあ
るか。

行政サービスは効
率的に提供されて
いるか。

① 市民一人当たり行政コスト

指標

　財務書類を活用し、次の（１）から（６）までの視点で市の財政状況を分析し
ます。

（1）資産形成度

①

基礎的財政収支
（プライマリーバランス）

②

（4）効率性

行政コスト対税収等比率

①

計算式 歳入額対資産比率　＝　資産額合計　÷　歳入総額（収入合計＋前年度末資金残高）

計算式

120.5万円

市民一人当たり資産額　＝　資産額合計　÷　人口

年度 R3

3.0年

（6）自律性

117.4万円 119.7万円

受益者負担の割合
（受益者負担比率）

①

指標

年度

指標

R5R4

R5

2.8年 3.0年

R4

R3
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③有形固定資産の行政目的別割合

生活

④有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

生活

　（２）世代間公平性

①純資産比率

　行政分野ごとの社会資本形成比は次のとおりで、道路、公園等に代表される生
活インフラ・国土保全分野と学校施設等の教育分野で全体の８割以上を占めてい
ます。

1.4% 1.5%

1.3% 1.2% 0.9%

年度
生活インフラ・国土保全

教育

67.8%

64.3%

41.9%

59.6%

1.9%

R3

60.2%58.5%

11.1%

年度 R4

有形固定資産減価償却率

R4 R5

12.1% 12.0%

34.5%

　有形固定資産のうち償却資産について、耐用年数に対して資産の取得からどの
程度経過しているのかを示すもので、この比率が高いほど施設の老朽化が進んで
いることとなります。

福祉

環境衛生

1.8% 1.7% 1.6%

1.4%

2.0% 2.0%

　純資産比率は、蓄積してきた資産のうち現在までの負担で形成された資産の割
合を示すものです。純資産の増加は、過去及び現世代の負担により将来世代が利
用可能な資源を蓄積したことを表す一方で、純資産の減少は、将来世代が利用可
能な資源を過去及び現世代が消費していると捉えることができ、この比率が高い
ほど、これまでの世代の負担により資産を取得してきたことになります。

計算式 純資産比率　＝　純資産総額　÷　資産総額

消防

69.5% 71.7% 73.4%

＝
減価償却累計額

有形固定資産額合計　－　土地等の非償却資産額　＋　減価償却累計額

総務 40.4%46.2% 38.1%

33.9%

56.5%

指標

計算式
（資産老朽化比率）

42.5%

32.1%

54.9%

産業振興

年度

40.1%

58.2%

62.2%

69.2%

66.5%

66.0%

62.5%

58.9%

60.9%

環境衛生

生活インフラ・国土保全

教育

福祉

41.4%

48.2% 47.8%

全体

有形固定資産の行政目的別割合　＝　行政目的別有形固定資産額　÷　有形固定資産額合計

R5

計算式

34.3%

R3

47.5%

R3 R5

産業振興

消防

R4

総務

33.8%
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②社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

　（３）持続可能性（健全性）

①市民一人当たり負債額

②基礎的財政収支（プライマリーバランス）

の黒字 の黒字 の黒字

③債務償還比率

R5

市民一人当たり負債額　＝　負債額合計　÷　人口

R3

　基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、地方債などの元金・利子返済額
を除いた支出と、地方債発行などの借金による収入を除いた収入のバランスを見
るもので、収支がプラスの場合は、経費を借金に頼ることなく税金や補助金など
の収入で賄われていることを表すものです。

4,777百万円4,252百万円

年度 R4 R5

33.8万円

（臨時財政対策債等の特例的な分を除く）
÷

R4 R5

　社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）は、形成された資産の
うち将来世代が負担する負債がどれくらい残っているのかを示し、この比率が高
いほど、将来世代の負担が大きいことになります。

指標

計算式 基礎的財政収支 ＝

指標

（基金積立金支出、基金取崩収入を除く）

投資活動収支

3,237百万円

年度

指標

計算式

社会資本等形成の
世代間負担比率

有形・無形

32.0万円35.9万円

業務活動収支

12.2% 11.9% 11.4%

＝

R3 R4

R3

　債務償還比率数は、償還財源上限額をすべて債務の償還に充当した場合にどの
程度で現在の債務を償還できるかを表す理論値です。
　債務償還能力は、債務償還比率が少ないほど高く、債務償還比率が高いほど低
いといえます。

計算式

年度 R3 R4 R4

342.1% 351.4% 340.7%

債務償還
比率

＝
経常一般財源等（歳入）等－ 経常経費充当財源等

（地方公共団体健全化法上の将来負担比率の算定数値）

将来負担額　－　充当可能基金残高

×100％

指標

（支払利息支出除く）
＋

地方債残高
計算式

固定資産額合計

年度

 - 8 -



　（４）効率性

①市民一人当たり行政コスト

②市民一人当たり性質別行政コスト

16.6% 17.1%

23.3% 23.0%

9.6% 11.5%

42.6% 39.5%

7.9% 8.9%

　（５）弾力性

①行政コスト対税収等比率

　（６）自律性

①受益者負担の割合（受益者負担比率）

計算式 受益者負担の割合　＝　経常収益　÷　経常費用

　税収等に対する純経常行政コストの比率であり、当該年度の税収等のうち、ど
れだけが資産形成を伴わない行政コストに費消されたのかを示すものです。
　この比率が１００％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、１００％を
上回ると過去から蓄積した資産が取り崩されたことになります。

年度

指標

計算式 行政コスト対税収等比率　＝　純経常行政コスト　÷　財源

　受益者負担比率は、行政サービスの提供に対する負担（経常費用）について、
どの程度使用料、手数料の受益者負担（経常収益）で賄えているのかを示すもの
です。

年度

R3 R4 R5

91.7% 92.0% 92.0%

R3

人件費

2.7万円

5.7万円

8.0万円

R3 R4 R5

7.9万円

年度

物件費等 7.8万円

33.9万円

5.8万円

補助金等

34.3万円

計算式

計算式

R5

3.6% 4.1%

4.0万円

14.2万円

2.9万円

3.9万円

13.4万円

11.5%

40.7%

3.3万円

14.6万円

R4

3.3%指標

その他 8.3%

市民一人当たり性質別行政コスト　＝　性質別費用　÷　人口

社会保障給付

3.0万円

5.9万円

市民一人当たり行政コスト　＝　純行政コスト　÷　人口

指標

年度

33.0万円 32.1万円 34.1万円

R3 R4 R5

34.9万円経常費用合計

16.9%

22.6%
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